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	① 洪水浸水想定区域等の現状の水害・土砂災害等リスク情報を共有するとともに、各構成員がそれぞれ又は連携して実施している現状の減災に係る取組状況等について共有する。
	② 円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動、氾濫水の排水等による浸水被害軽減を実現するために、各構成員がそれぞれ又は連携して実施する取組事項について協議し、共有する。
	③ その他、大規模氾濫に関する減災対策に関して必要な取組事項を実施する。
	２ 　本協議会は、協議会及び幹事会で構成する。
	３ 　本協議会は、必要に応じて専門的な知識を有するもの等の出席を求め、意見等を聴くことができる。
	４ 　本協議会は、別に組織する鈴鹿川外大規模氾濫減災協議会、雲出川外大規模氾濫減災協議会、櫛田川外大規模氾濫減災協議会と合同協議会を開催できるものとする。
	２ 会長は各委員を代表し会務を総括する。
	３ 　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を代行する。
	２ 　幹事会は、協議会の運営に必要な情報交換、減災対策等の各種調整を行い、その結果について協議会に報告する。
	３ 　幹事会は、水害時における協力・連携を図るため、災害関連情報や水防関連情報等を関係機関相互で情報共有する。
	第９条 協議会に提出された資料等については速やかに公表するものとする。ただし、個人情報等で公開することが適切でない資料等については、協議会の了解を得て公表しないものとする。

	２ 　協議会の議事については、事務局が議事概要を作成し、出席した構成員の確認を得た後、公表するものとする。
	第１０条 　この規約に定めるもののほか、協議会の議事の手続きその他運営に関し必要な事項については、協議会で定めるものとする。
	第１１条 本規約は、平成３０年　７月３０日から施行する。


